
（単位：千円）

電話番号 第一次交付限度額

メールアドレス 第二次交付限度額

交付対象経費 第三次交付限度額（地方単独分） 364,972                          
1/23以降緊急事態措置等

に係る別途算定額
9690

国庫補助事業費 第三次交付限度額（補助裏分） 85,481                           うち法定率事業分 6,241         

地方単独事業費
第三次交付限度額のうち

本省繰越希望額
（第三次地単分＋法定率事業分以内）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

2,595,157 406,981 243,209 2,285,516 - 66,432 - 

1 単 38 マスク等必要物品
調達事業

① 今後も確実に必要とされる物品の確保と配給に備えて必要な物品を調達
する。
②，③ マスク購入費15,000,000円（50円×30万枚）
　 　　消毒液購入費13,000,000円 （3,000円×1,000個）
　　　 消毒スプレー費2,000,000円（2,000円×1,000個）
　 　　非接触型体温計6,000,000円（20,000円×300個）
　　　 感染防止衣一式4,000,000円（消防職員等）
       その他消耗品等一式（手袋・タオル・ハンドソープ
　　　 等）5,980,000円
　　　訪問業務等職員の予防対策強化　2,385千円
　　　・携帯用消毒液900円×450本×1.1＝445,500円
　　　・携帯用詰替液10,200円×11課×5本×1.1＝617,100円
　　　・フェイスシールド　120円×500人×20枚×1.1＝1,320,000円
　　　避難所の感染予防対策物品　9,900千円
　　　台風等により避難所を開設する際に、感染拡大防止のため発熱者等
を対象にした専
　　　用の避難所を設置する際に必要な物品。通常施設と利用を分けるため
に調達を行う。
　　　市内３か所に設置予定。
　　　・間仕切り　254,000円×250個×1.1＝6,985,000円
　　　・段ボールベッド　6,000円×100個×1.1＝660,000円
　　　・簡易トイレ　7,000円×100個×1.1＝770,000円
　　　・トイレ袋・薬剤　15,000円×50個×1.1＝825,000円　等
④ 市が直接調達し必要に応じ市民、施設へ配布を行う。

－ － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.4以降 48,265 48,265 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

2 単 33

新型コロナウイル
ス感染症に関する
正しい知識の普及
啓発・関連事業の
情報発信事業

①あらゆる手段を活用し正しい知識と情報をいち早く市民に周
知するための事業
②広告料・印刷製本費
③対策チラシ・パンフレット作成費配布一式　2,122,000円
　緊急メッセージ新聞広告料（２社）426,000円
　普及啓発・関連事業（事業所支援・観光施策等）に係る新
　聞広告　8,000,000円【500,000円（半面）×2社×8回】
　その他財源 210千円：５市町村共同メッセージ掲載に係る４町
村からの負担金
　事業所向け啓発ポスター制作　634千円
　市民向け避難所対策（感染防止）マップ配布　1,100千円
　情報発信ツール作成機器購入　450,000円
④市が直接市民へ向け新聞掲載、情報発信等を行う。

－ － － － － ①-Ⅰ-６．情
報発信の充実

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.4以降 12,532 12,322 210 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

3 単
市実施「女性がん
検診等」における
３密回避対策事業

① 「がん検診」等を予約制にし実施回数を増やすことで３密を避
け感染拡大防止を図る。
② 実施回数増加に伴う諸経費
③ 電話対応職員人件費　　478,000円
　3密回避対策として予約制にする対応体制拡充に伴う会計年
度任用職員に係る人件費分
　 看護師謝金　973,000円
　 消耗品費(石鹸・体温計等)　92,000円
　 通信運搬費(変更通知・ドッグ通知等４件)　3,876,000円
　 通信運搬費(データプリント代)　4,180,000円
　 委託料(検診車航送代)　1,000,000円
　 委託料(健康づくりポイント業務事務)147,000円
　 委託料(システム改修)836,000円
　 委託料(データプリントプログラム作成)726,000円
④ 市の直接事業で業者等へ直接支払いを行う。

－ － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

④行政IT化 R2.5 R3.4以降 12,808 12,808 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

4 単

市実施「お達者ご
長寿応援券給付
事業」における３
密回避対策事業

①これまで窓口での配布を実施していたものを郵送配布にする
ことで３密を避け感染拡大防止を図る。
② 対象者への郵送代等
③ 通信運搬費　2,473,000円(404円×7,114人-計上済通信運
搬費402,000円)+2,875,000円
　 券プリントサービス利用料　1,724,000円
　 応援券印刷製本費　200,000円
　 委託料(データプリントサービスプログラム作成)763,000円
④  市の直接事業で業者等へ直接支払いを行う。

－ － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.4以降 8,035 8,035 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

個人を対
象とした
給付金等

移替先 総務省 1,436,583                                                                                 

担当部局課名 総務部企画調整課 97,550                                                           本省繰越予定額                    374,662

374,662                                                                                   担当者氏名 豊　勇樹 2,187,966                                                       配分予定額計 1,061,921                

確

認

済

み

事

業

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

合計

Ｎｏ

補

助

・

単

独

事

例

集

事

例

番

号

交付対象事業の
名称

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事
業の区分
（地域未来
構想20との
該当関係）

事業
始期

事業
終期

★★令和２年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 鹿児島県 0997-52-1111（内線5421） 第一次配分額 228,396                   228,396                                                                                   

748,044                                                                                   

都道府県・市町村コード（５桁） 46222 2,285,516                                                       
第三次配分予定額

（本省繰越希望額を除く）
85,481                    

地方公共団体名 奄美市 kikakusec@city.amami.lg.jp 第二次配分額 748,044                   



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

個人を対
象とした
給付金等

確

認

済

み

事

業

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分Ｎｏ

補

助

・

単

独

事

例

集

事

例

番

号

交付対象事業の
名称

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事
業の区分
（地域未来
構想20との
該当関係）

事業
始期

事業
終期

5 ○ 単
雇用維持に向けた
副業応援助成金
事業

① 新型コロナウイルス感染症の影響により休業を余儀なくされ
る者を一時的に雇用する事業者に対する助成金を支給し、事業
所の雇用維持及び被雇用者の収入確保を図る。
②一時雇用を行う事業者に対する助成金
③70名*2,500円/人日*勤務日数（上限60日）
④ 市が直接実施し対象事業者へ助成を行う。

－ ○ － － － ①-Ⅱ-１．雇
用の維持

⑬リビングシフ
ト

R2.5 R3.4以降 10,500 10,500 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

6 単 50 雇用支援制度活
用促進補助金

① 国や県の雇用支援制度の活用の円滑化に向けて、申請手
続きを代行する社会保険労務士への手数料の一部補助
②③
 雇用支援制度を活用しようとする者への補助金
（見込み）市内80事業者、１者あたり手数料の2/3補助（上限10
万円）100,000円×80事業所
④ 市が直接実施し対象者へ補助を行う。

－ － － － － ①-Ⅱ-２．資
金繰り対策

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.4以降 8,000 8,000 雇用調整助成金の特
例措置（経済産業省）

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

7 単
緊急経済対策商
品券給付事業

①全市民に「緊急経済対策商品券」を交付し市民生活支援と経
済活動支援を図る
②負担金
③全市民（基準日は特別定額給付金と同様）
  商品券215,000,000円(5,000円（500円×10枚綴り）/人
*43,046人)×２回
  事務費19,770,000円×２回
　（内訳）人件費　2,000,000円（２名想定）
　　　　　印刷費　3,000,000円（43,046冊）
　　　　　通信運搬費　9,700,000円(全世帯へ送付)
　　　　　手数料　3,000,000円（地元2行×50万円×3か月）
　　　　　その他経費　2,070,000円
④奄美市プレミアム商品券発行実行委員会

－ － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑲商品券・旅
行券

R2.5 R3.4以降 470,000 470,000 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

8 ○ 単 106
ひとり親世帯応援
給付金事業

① 特に生活に困っている「ひとり親世帯」に対して給付金を交
付（児童扶養手当受給世帯673世帯）
②給付金・通信運搬費
③50,000円×698世帯、通知文郵送代　100,000円
④市が対象世帯へ直接給付を行う

－ － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.4以降 35,000 35,000 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

9 単 23
通学バス等「３つ
の密」回避輸送能
力確保事業

①通学バス等における３密を回避し感染拡大防止を行う
②通学バスの増便による借上げ料
③通学バス①3,320,460円(27,950円×108日(５か月)×1.1)
　　　　　　6,763,900円(27,950円×220日(11か月程度想定)×
1.1)
　通学バス②(小規模校)3,575,880円(30,100円×108日(５か月)
×1.1)
　　　　　　7,284,200円(30,100円×220日(11か月程度想定)×
1.1)
　授業関係(水泳)4,133,560円(1,033,390円(大型15台)×2回×
２回)
　授業関係(研修)1,520,000円(380,000円(大型5台)×2回×２
回)
　授業関係(複式学級合同研修)580,000円(145,000円(大型2台)
×2回×2回
　部活動関係　1,350,000円（90,000円×3回/週×5週）
　※利用時間等により借上げ料変動
④市が直接実施しバス業者へ支払いを行う

－ － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保
①３密対策 R2.5 R3.4以降 27,178 27,178 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

個人を対
象とした
給付金等

確

認

済

み

事

業

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分Ｎｏ

補

助

・

単

独

事

例

集

事

例

番

号

交付対象事業の
名称

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事
業の区分
（地域未来
構想20との
該当関係）

事業
始期

事業
終期

10 単 事業所支援事業

・給付金事業　375,000千円
① 中小零細事業者等が多い地域実情を踏まえて、国の「持続
化給付金」を補完する事業者に対する給付金を交付
②③
市内中小企業等（個人事業主を含む）のうち、売上減少率が前
年同月比20%以上50%未満の事業者又は新型コロナの影響によ
り特に多大な影響を受けたと認められる事業者等に対する給付
に充当
300千円×市内1,250事業者
④  市が直接実施し対象事業者へ給付を行う。

・新しい営業スタイルチャレンジ事業　22,000千円
①新型コロナの影響に対応するために新しい営業スタイルに
チャレンジする事業者の費用を支援することで安定した事業継
続に繋げる。
②助成金
③テイクアウト、デリバリー等の新しい営業スタイルを構築する
際の費用に助成する。
上限20万円×100店舗＝20,000千円
事務費2,000千円(人件費1,000千円、役務費500千円、需用費
500千円)
④市が直接実施し対象事業者へ給付を行う

－ ○ － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.4以降 397,000 397,000 持続化給付金（経済産
業省）

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

11 ○ 単 水道・下水道基本
料金の減免事業

①売上が減少した事業所に対し、一時的な固定経費を支援す
るため、水道・下水道の基本料金を減免する。
②水道事業会計、下水道事業会計に繰り出し、水道・上下水道
の基本料金の減免に係る費用
③全事業所（2,500）の内、売上減少率が前年同月比20%以上
50%未満の事業者に対して行う基本料金の減免（２か月分）に充
当を行う。
6,400円×1,250事業所（全体の1/2想定）
④市が直接実施し対象事業者へ減免を行う

－ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.4以降 8,000 8,000 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

12 単
「緊急対策等プレ
ミアム商品券」助
成事業

①不要不急の外出自粛や休業等により深刻な打撃を受けてい
る飲食店を応援する民間団体の「プレミアム商品券」事業の支
援
②事業への助成　3回実施想定
③発行額　50,000,000円
　プレミアム助成分　20,000,000円
　プレミアム率　66％
　発行部数：10,000部（1部5,000円）
　事務費　4,000,000円
　(内訳)印刷費　1,500,000円
　　　　手数料　2,000,000円(地元2行事務手数料)
　　　　消耗品費500,000円
④奄美大島商工会議所・実行委員会

－ － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑲商品券・旅
行券

R2.8 R3.4以降 72,000 72,000 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

13 単 103
小中学校ICT環境
整備事業

①－
②－
③全生徒数3,733名(台)の内、地方単独分1,244名（台）
　及び，先生用（341台），予備（50台）が地方単独分。
・地方単独分計1,635台*45,000円=73,575千円
・周辺機器及びソフト　4,124台*10,000円=41,240千円
・遠隔学習装置　地方単独分（33校*39,480円=1,303千円），予
備（地方単独分）56千円
・ネットワーク構築　23,320千円
④市が直接実施(購入)し各学校を通じ生徒へ配布する

－ － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

⑨教育 R2.7 R3.3 139,494 139,494 - - -         
公立学校情報機器整
備費補助金(文部科学
省)

R2補正
（地）

14 単 水際対策強化事
業

①奄美空港・名瀬港における水際対策（体温チェック等）事業の
強化
②負担金
③総事業費19,200千円（内、県1/2　市町村1/2）
　奄美市分　4,824千円（５市町村で負担　均等割・人口割）
　　　　　　　　7,441千円（通年分）
④民間事業者へ業務委託

－ － － － －
①-Ⅰ-５．帰

国者等の受入
れ体制の強化

⑱新たな旅行 R2.9 R3.4以降 12,265 12,265 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

15 単 48
緊急経営支援利
子補助金

①国の融資制度開始前に，新型コロナウイルス感染症の影響
により県の融資制度を活用した事業者への支援として，当該年
度の利子分を補助する。
②利子補助
③①1,000万借入（７年返済）のケース試算（3件程度見込）
　　　1,000万円×1.９％×８/12（５月～１２月）×３件＝３８０，０
００円
　　　初年度は８か月分
　　②500万以下借入（７年返済）のケース試算（３件程度見込）
　　　500万円×1.９％×５/12（８月～１２月）×３件＝１１８，７５
０円
　　　初年度は５か月分…②　R2合計（①＋②）５００，０００円
　　　Ｒ２　500千円　Ｒ３　855千円
④該当者へ市が直接補助を行う

－ － － － －
①-Ⅱ-２．資
金繰り対策

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.4以降 1,355 1,355 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）
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16 単

緊急経済対策プレ
ミアム商品券
「ほーらしゃ券」発
行事業助成金

①例年実施しているプレミアム商品券について，経済対策とし
てプレミアム率（5,500円分を4,000円）で販売を上げて発行し、
市民生活と店舗の事業継続を支援する。
②負担金
③プレミア分1,500円×150,000冊＝225,000千円
　事務費　15,300千円
　人件費：240万円　印刷製本費990万円（66円×15万冊）
　歳末イベント負担金：100万円　広告宣伝費100万円
　換金手数料：40万円　その他（消耗品等）：60万円
④奄美市プレミアム商品券発行実行委員会
⑤奄美市プレミアム商品券発行事業実行委員会

－ － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑲商品券・旅
行券

R2.9 R3.4以降 240,300 240,300 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

17 単 106 子ども世帯応援事
業

1.新生児特別給付金　32,000千円
①国の特別給付金の基準日以降に誕生した新生児を対象に10
万円/人を給付し子育て生活を応援する。
②給付金
③300人×10万円
　事務費2,000千円(人件費（本事業実施に係る会計年度任用
職員分）1,000千円　需用費30万円
　役務費30万円　パソコンリース等40万円)
④国の特別給付金の基準日以降に誕生した新生児

2.未就学児世帯応援事業　15,500千円
①休園等に伴い保育に影響の大きい世帯を応援するため商品
券を給付し子育て生活を応援する
②商品券
③2,500人×5,000円
　事務費　3,000千円(人件費（本事業実施に係る会計年度任用
職員分）1,000千円　需用費700千円
　役務費1,300千円)
④0～6歳までの子（すべての未就学児）

3.島外で頑張る学生応援事業　43,000千円
①休校や休職（アルバイト）の影響で帰省できずに島外で頑張っ
ている学生へ激励金を給付し学生生活を応援する。
②激励金
③1,400人×3万円

－ － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.4以降 93,500 93,500 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

18 単 71 奄美満喫ツアー助
成事業

①新型コロナにより影響のでている観光分野の活性化を図るた
めに来島者に助成を行う。
②負担金
③スポーツ合宿・ゼミ助成　10万円×90組＝900万円
　・スポーツ合宿等で来島した団体に対する助成
　ウェディング助成事業　3万円×90組＝270万円
　・島外在住者が奄美で結婚式を開催する場合の助成
　体験プログラム助成　1万円×330組＝330万円
　・観光客が島内の体験プログラムを利用する際の助成
④奄美満喫ツアー実行委員会

－ － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑯地域商社、
観光地域づくり
法人（DMO）

R2.10 R3.4以降 15,000 15,000 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

19 単 16 緊急避難住宅整
備事業

①新型コロナ感染者が島内で確認された場合、感染者と接触
する医療従事者や感染者の世帯員の隔離が所有する普通財産
(住宅)を緊急的避難住宅として整備するることで、医療従事者、
感染が疑われる人、無症状者等を一時的に隔離することで感染
拡大を図る。離島という地理的条件から感染拡大防止には初期
対応（接触を防ぐ）が重要である。
②工事費・修繕費・備品購入費
③７部屋整備　1,650千円×7部屋、外構等　1,550千円
　備品購入費　500千円×7部屋
④市が直接実施（業者と契約）

－ － － － －
①-Ⅰ-５．帰

国者等の受入
れ体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.4以降 16,600 16,600 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

20 単
サーモグラフィー
器械購入

①市においてサーモグラフィー器械を常備し施設、行事等で利
用することで感染拡大に努める。
②備品購入
③154万円×5台（社会体育施設等）
④市が直接実施（市が購入）

－ － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

⑫文化芸術・
スポーツ・コン
テンツビジネス

R2.10 R3.3 7,700 7,700 
R2補正
（地）

21

22 単 22
公共施設換気対
策事業

①感染防止対策として、不特定多数の市民が利用する公共施
設等における密閉を回避するための換気対策を図るため、換気
設備、空調設備を改修する。
②工事費
③11,100千円
　社会体育施設130万円・文化センター160万円/270万円(２箇
所)・市役所庁舎80万円・奄美市博物館20万円・研修センター
（３か所）450万円　合計7施設
④上記７施設

－ － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.4以降 11,100 11,100 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）
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23 単
大学と連携した新
型コロナ啓発事業

①今年度実施する首都圏大学との連携事業について、当初予
定（地域実習）を変更し、webの活用により、島にいながらにして
コロナ禍での大学の状況等について知りうる機会を創出し、本
土との情報不均衡を是正する発信事業への変更を行い実施す
る。
②負担金
③一式800千円
④大正大学

－ － － ○ －
①-Ⅰ-６．情

報発信の充実
⑨教育 R2.10 R3.4以降 800 800 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2当初
（地）

24 単 行政ＩＴ化事業

①ペーパレス化、行政テレワーク、TV会議へ向け環境整備を行
う
②備品購入費・ネットワーク改修費
③タブレット　100台×34,800円
　 キーボード 100台×16,800円
　記入用ペン　100本×10,800円
　管理用ソフト　325,000円　初期設定　1,687,500円
　TV会議システム構築事業　330,000円
　ネットワーク改修費　6,500,000円
④市備品として庁内各種会議、テレワークに活用（市が購入）

①AI・RPA等環境整備
②導入経費等
③RPAライセンス　5.086千円
　AI-OCRライセンス　1,870千円
　予約管理システム導入　336千円
　WEBデータベース利用料　4,511千円
　GIS統合　2,607千円
④庁内環境に導入のうえ活用する

－ － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

④行政IT化 R2.10 R3.4以降 29,540 29,540 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

25 単 庁舎Ｗｉ－Ｆｉ環境
強化事業

①新しい生活様式の対応のための社会的な環境整備として庁
舎のＷｉ－Ｆｉ環境を強化することで行政ＩＴ化事業と連動した事
業促進を図る。また、Ｗｉ－Ｆｉを整備することで災害時の情報収
集や連絡手段の確保に資する。
②工事費
③機器費用　2,024,000円【88,000円×23基（３支所・予備）】
　設置工事費用　376,000円
④奄美市名瀬本庁舎及び総合支所（住用・笠利）

－ － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

④行政IT化 R2.10 R3.4以降 2,400 2,400 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

26 単 1
新型コロナ感染予
防対策施設整備
事業

①住用地区、笠利地区において新型コロナに関する検査や搬
送に関し一時隔離するために必要な施設を整備し感染防止対
策の強化を図る。
②工事費・役務費・備品購入費
③住用地区
　プレハブ設置撤去費・リース費（１年間）　3,000千円
　必要物品設置・購入　2,000千円
　笠利地区
　工事費（改修等）35,000千円
　必要物品設定・購入　2,000千円
④住用地区１施設（プレハブによる仮設整備）
　笠利地区１施設（既存施設の改修等による整備）

－ － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

②発熱外来 R3.3 R3.4以降 42,000 42,000 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

27 単
キャッシュレス決
済導入事業

①公共料金の徴収にキャッシュレス決済を導入する事で来庁時
の接触や来庁機会そのものの減少を図る。
②委託料
③初期設定委託料　2,300千円
　システム改修・データ結合委託料　　1,000千円
④市が直接実施

－ － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

③キャッシュレ
ス

R2.10 R3.3 3,300 3,300 
R2補正
（地）

28 単 38 福祉事業所等事
業継続支援事業

①市の「食」の自立支援事業を受託している事業所が新型コロ
ナ感染防止のための物品購入をした場合にその費用を補助す
る。
②補助金
　（対象経費）
　・衛生用品等の感染症対策に要する物品購入
　・消毒費用・清掃費用
　・感染防止のための増員のため発生する追加的人件費
　・その他，感染症への準備・対応に必要な経費
③50万円（上限）×12事業所
④「食」の自立支援事業受託事業所

－ － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保
⑭ハートフル R2.4 R3.4以降 6,000 6,000 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

29 単 11 インフルエンザ予
防接種助成事業

①新型コロナとインフルエンザの感染が重なると重症化が危惧
されるためインフルエンザの予防接種に助成を行いインフルエン
ザの感染予防に努める。
②助成金（全額）
③助成額3,720円×9,400人(65歳以上)＝34,968千円×２かい
　 事務費2,132千円(広報費23.2万円　郵送費110万円
　　需用費80万円)×２回
④市民

－ － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.4以降 74,200 74,200 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）
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集
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管
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③積算根拠（対象数、単価等）
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①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
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基金
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の関係

交付対象事
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構想20との
該当関係）

事業
始期

事業
終期

30 単 店舗感染防止対
策支援事業

①店舗の感染防止対策促進のため、感染防止対策に係る費用
の一部を助成する。
②助成金
③１店舗あたり上限10万円
　800店舗×10万円＝80,000千円
　事務費1,000千円(需用費60万円　役務費40万円)
④小売店・飲食店・理容美容店等

－ ○ － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.4以降 81,000 81,000 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

31 単 89
コロナ禍における
マイクロツーリズム
事業

島民向け「宿泊・体験プログラム助成」　42,900千円
①新型コロナの影響を大きく受けている観光業に対し島民によ
る島内観光によって需要喚起を促進し事業継続を後押しする。
②助成金
③宿泊体験プログラムへの助成（5/10）　40,000千円
　事務費2,900千円(人件費2名（本事業実施に係る会計年度任
用職員分）20,000千円　役務費50万円
　需用費40万円)
④観光事業者

交流拡大キャンペーン事業　1,100千円
①減少の続く観光客の誘客対策として鹿児島県内の小中学校
の修学旅行の誘致活動を行う。
②旅費・車両リース・需用費
③旅費80万円　レンタカー料　10万円　需用費　20万円
④市職員旅費・レンタカー料・需用費（県内旅行AGTを訪問）

－ － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑲商品券・旅
行券

R2.11 R3.4以降 44,000 44,000 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

32 単 102 「卒業の思いでづく
り」応援事業

①新型コロナの影響で各種行事が中止等となりこれまで取り組
んできた成果を発表する場、仲間との交流の機会も少ないなっ
てきている。共に学校生活を歩んできた仲間との「卒業の思い
出づくり」としてイベント費用等の一部を助成する。
②助成金
③1人あたり5,000円　小規模校の場合はバス助成50,000円
　5,000円×1,260人＝6,300千円
　50,000円×22校＝1,100千円
④奄美市内の小中高校生

－ － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R2.12 R3.4以降 7,400 7,400 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

33 単
奄美市新型コロナ
対策官民連携協
議会事業

①「感染防止対策と経済回復対策」の両面を基軸に官民による
協議会を設置し，現状における問題点，求められる施策に関す
る対応等について意見交換・情報の共有できる体制を整え，官
民関係機関との連携強化を図る。
②事務費
③出会謝金　3,900円×100名＝390,000円
（医療・経済・地域・教育等の他分野から複数回開催想定）
　旅費・消耗品等　110,000円
④協議会出席者

－ － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R2.11 R3.4以降 500 500 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

34 単 成人式映像配信
事業

①新型コロナの影響により帰省できない新成人者へ向けてお祝
いメッセージや島出身者アーティストによる映像配信を行う。
②委託料
③映像作成業務一式　435千円
④業務受託事業者

－ － － － － ①-Ⅰ-６．情
報発信の充実

⑭ハートフル R2.11 R3.1 435 435 R2補正
（地）

35 単

県内飲食店営業
自粛要請推進事
業(協力要請推進
枠地方負担額)

①県の要請に応じ、一定期間休業・時短営業に協力した飲食
店に協力金を支給し、会食等による感染拡大の防止を図る。
②休業・時短営業への協力金、支給手続きに係る事務
③4,000円/日×20日×800事業者＝64,000千円
　事務費　人件費90万円(２名)　需用費10万円
④要請に応じる飲食店

○ ○ － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.1 R3.4以降 65,000 65,000 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

36 単 16 新型コロナ療養者
等支援事業

①新型コロナに感染し島外へ搬送され療養した方への帰路に
係る費用補助・行政検査対象者への費用助成
②補助金
③帰路支援：1人3万円上限　3万円×100名＝3,000千円
　行政検査対象者支援：　3,000円×500名＝1,500千円
④島外で療養した感染者・行政検査対象者
【個人を対象とした給付金等】
地域の実情(要望)に合わせた支援であり５市町村が連携し事業
をR3.2月中に開始する。また、対象をR2年４月まで遡って実施
する。

－ － － － ○ －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.4以降 4,500 4,500 

【個人を対象とした給付金等】
地域の実情(要望)に合わせた支
援であり５市町村が連携し事業を
R3.2月中に開始する。また、対象
をR2年４月まで遡って実施する。

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

37 単
指定管理施設の
管理維持体制持
続化事業

①新型コロナの影響により休館・休止等の措置をとった施設の
安定的かつ持続的な管理運営に資するとともに感染対策を推
進するために支援を行う。
②支援金
③売上減少額等についてその一定割合に上限額を設定
　上限額　2,000千円　4,000千円　25,000千円
　対象施設数：14施設想定

－ ○ － － －
①-Ⅱ-１．雇

用の維持
㉑いずれも該

当しない
R2.4 R3.3 45,297 45,297 

R2補正
（地）
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38 単
地域自治会等活
動支援事業

・施設改修支援事業
①自治会(集落)等が活動の拠点とする集会場等において利用
者のニーズに沿った新型コロナ対策のための改修費用を補助
する。
②助成金
③空調の設置、トイレの洋式化等の費用への助成
　上限100万円×85施設(想定)＝85,000千円
④施設を管理する自治会・集落等

・活動支援事業
①地域行事が制限され地域の活力が低下している状況を踏ま
え、地域活動を通じた世代間の絆や伝統行事の継承するため
の活動資金を支援し安全・安心な地域づくりを応援する。
②補助金
③世帯数等による区分に応じる　21,637千円
　補助金額　　100,000円～300,000円　対象自治体等数：109
④自治会・集落

－ － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.4以降 106,637 106,637 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

39 補 子ども・子育て支
援交付金

内閣府

①新型コロナウィルス感染症対策臨時休業時特別開所人材確
保支援事業
新型コロナウィルス感染症対策に伴う小学校の臨時休業等によ
り、春休みの終了日の翌日以降の（夏季、冬季、学年末などの
休業日を除く。）平日において午前中から開所するための人材
確保に要する経費を補助する。
②補助金
③21,000円　×　11か所　×　９日　＝　2,079,000円のうち、交
付対象分1,463,000円
その他：鹿児島県　487千円
④放課後児童クラブ11か所（放課後児童健全育成事業）

－ － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 1,463 1,463 487 489 - 487 -         R2補正
（国）

40 補
学校保健特別対
策事業費補助金

文科

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業）
①感染症対策のためにマスク等を購入する費用を支援する。
②消耗品費・備品購入費
③学校数28校　児童生徒数　3,683人
④各学校

－ － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保
①３密対策 R2.9 R3.4以降 1,252 1,252 626 626 - - -         

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（国）

41 補
学校保健特別対
策事業費補助金

文科

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事業）
①学校再開に伴う感染症対策や学習保障に関る費用を支援す
る
②消耗品費・備品購入費
③学校数28校　児童生徒数　3,683人
④各学校

－ － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保
①３密対策 R2.9 R3.4以降 4,360 4,360 2,180 2,180 - - -         

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（国）

42 補 103 公立学校情報機
器整備費補助金

文科

（学校からの遠隔学習機能の強化事業）
①GIGAスクール構想の推進のための機能強化を行う。
②備品購入費
③会議用カメラ・マイク等　小学校21校　中学校12校
　35,000円×33校＝1,155,000円
④小学校21校　中学校12校

－ － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

⑨教育 R2.10 R3.3 1,155 1,155 577 578 - - -         R2補正
（国）

43 補 69 奄美群島振興交
付金

国交

①コロナ収束後も持続的な奄美観光を実現していくための取組
として、奄美満喫ツアーをはじめ、体験メニューのブラッシュアッ
プや奄美の魅力を映像により情報発信するなど、観光客の満足
度向上や滞在促進を図る。
②委託料・負担金・人件費・需用費・役務費
③コロナ対応受入体制構築事業　43,416千円
　　（人件費（本事業実施に係る会計年度任用職員分）2名　140
万円等含む）
　市民向け宿泊・体験プログラム助成事業　40,000千円
　自然景観保全事業(外来植物・ダイビング)　34,000千円
　世界自然遺産登録メディアジャック事業　50,000千円
　映像コンテンツ制作・発信事業　20,000千円
　奄美特産品カタログギフト贈呈事業　66,000千円
　奄美満喫ツアー助成事業　31,500千円
　奄美の魅力普及啓発事業　30,000千円
（その他の内訳：県及び島内４町村）
鹿児島県33,841千円　大和村3,036千円　宇検村3,079千円
瀬戸内町4,692千円　龍郷町3,979千円
④受託業者・市が直接実施等

－ － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑱新たな旅行 R2.6 R3.4以降 338,419 338,419 203,051 86,741 - 48,627 -         

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（国）
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44 補 69
奄美群島振興交
付金

国交

【奄美群島エコツーリズム魅力体験事業】
①認定エコツアーガイドと地域通訳案内士の連携によるスキル
アップを図るとともに，オンラインツアーの実施，ガイドツアーに
特化した動画の制作配信による観光客（インバウンド含む。）へ
のＰＲ及びモニターツアーを実施することで，観光客の誘客，満
足度向上及び滞在促進を図る。
②負担金
（その他の内訳）鹿児島県・奄美群島11町村
鹿児島県2,290千円　大和村286千円　宇検村293千円　瀬戸内
町567千円　龍郷町447千円　喜界町499千円徳之島町647千
円　天城町453千円　伊仙町468千円　和泊町483千円　知名町
461千円与論町423千円
③ワーケーションモニターツアー実施委託料、シマ博覧会モニ
ター事業委託料、ワーケーションモニターツアー等広告費、事務
局旅費等
④奄美群島広域事務組合(事業実施主体)

－ － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑱新たな旅行 R2.6 R3.3 22,900 22,900 13,740 1,843 - 7,317 -         
R2補正
（国）

45 補 69
奄美群島振興交
付金

国交

【奄美群島滞在型観光促進事業】
①あまみシマ博覧会の助成を行うことで滞在促進の流れを作
る。さらに，ワーケーションを行うことで奄美群島に来島する観光
客の増加を図り，滞在型観光促進につなげていく。
②負担金
（その他の内訳）鹿児島県・奄美群島11町村
鹿児島県2,959千円　大和村370千円　宇検村380千円　瀬戸内
町734千円　龍郷町576千円　喜界町645千円徳之島町837千
円　天城町585千円　伊仙町603千円　和泊町624千円　知名町
597千円与論町547千円
③（ガイドツアーに特化したPR動画作成・オンラインツアー実施
委託料、エコツアーモニター費用（参加費助成）、新しい生活様
式に対応したエコツアー実施に係る消耗品等購入費助成、各島
における研修・意見交換会に要する費用等）
④奄美群島広域事務組合(事業実施主体)

－ － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑱新たな旅行 R2.6 R3.3 29,597 29,597 17,758 2,384 - 9,455 -         
R2補正
（国）

46 補 学校臨時休業対
策費補助金

文科

【学校給食費返還等事業】
①臨時休業に伴う学校給食休止に係る学校給食費を保護者に
対して返還等するための経費を支援するもの。
②学校給食費返還等に係る経費
③牛乳、パン、その他食材
④市

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.3 3,492 3,492 2,619 873 - - -         R元予備
費（国）

47 補
疾病予防対策事
業費等補助金

厚労

（新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高齢者等
への検査助成事業）
①新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高齢者
等への検査助成事業
②助成金
③20,000円×150名＝3,000,000円
④市内在住で老人福祉施設等の利用者(65歳以上)及び行政検
査の対象外となった人で希望者

－ － － － －
Ⅰ-２．検査体
制の強化と感
染の早期発見

㉑いずれも該
当しない

R2.12 R3.3 3,000 3,000 1,500 1,500 - - -         
R2予備費

（国）

48 補 104
障害者総合支援
事業費補助金

厚労

（特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービス支援
事業）
①新型コロナの感染拡大のための臨時休業の要請に伴う放課
後等のデイサービスの利用に対する利用者負担増への補助金
②障害児給付等事業費
（その他財源：鹿児島県）
③児童者数28人
④放課後等デイサービス利用者、放課後等デイサービス事業所

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 1,343 1,343 671 336 - 336 -         
R2補正
（国）

49 単
新型コロナウイル
ス検査助成事業

①PCR検査に係る費用に対する全額助成
　（国庫補助事業への上乗せ分+対象者拡充）
②助成金
③国庫補助事業上乗せ分　8,000円×150名＝1,200千円
　④市民

－ － － － －
Ⅰ-２．検査体
制の強化と感
染の早期発見

㉑いずれも該
当しない

R2.12 R3.4以降 1,200 1,200 
疾病予防対策事業費
等補助金（厚生労働
省）

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

50 単
新型コロナ感染症
対応体制拡充等
対応人件費

①新型コロナウイルス感染症対応のための体制拡充等に伴う
人件費に充当する。
②時間外勤務手当
③新型コロナ関連業務従事者
　単価2,000円は2級36号(主査)により算出
　2,000円×20時間/月×20名×12か月＝9,600千円
④新型コロナ対応に従事する職員

－ － － － －
Ⅰ-２．検査体
制の強化と感
染の早期発見

⑲商品券・旅
行券

R3.1 R3.4以降 9,600 9,600 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）
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象事業
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補助対
象外経
費
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備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）
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助
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単

独

事

例

集

事

例

番

号
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所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策と
の関係

交付対象事
業の区分
（地域未来
構想20との
該当関係）

事業
始期

事業
終期

51 単 長寿者褒賞事業

①これまで直接支給をで実施していた「敬老祝い金」を郵送配
布にすることで３密を避け感染拡大防止を図る。
② 対象者への郵送代等
③ 通信運搬費　1,157千円×２回
　 券プリントサービス利用料　763千円×2回
　 金融機関手数料　776千円×2回
　 委託料(システム導入・設定)1,963千円
　 需用費290千円×２回
④  市の直接事業で業者等へ直接支払いを行う。

－ － － － － Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.4以降 7,935 7,935 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）

52 単
県内飲食店営業
自粛要請推進事
業(市単独事業)

・タクシー事業者等緊急支援事業
鹿児島県が市内飲食店を対象に営業時間短縮等を要請した事
に伴い、利用者が減少するなど大きな影響を受けるタクシー事
業者及び自動車運転代行業者を支援し安定した事業継続を支
援する。
②給付金・需用費・役務費
③1事業所当たり5万円（一律）
　1台当たり5万円
　30事業所×5万円＝150万円
　160台×5万円＝800万円
　需用費・役務費30万円
④タクシー業者・運転代行業者

－ ○ － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R3.2 R3.4以降 9,800 9,800 

新型コロナウイルス感
染症対応がR3年度も
引き続き必要であるた
め

R2補正
（地）


